〇一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領
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畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号。以下「法」という。）第18条第１項に規定する輸入に係る指定乳製品等（法第２条第３項に規定する指定乳製品及び畜産経営の安定に関する法律施行令（昭和36年政令第387号。以下「施行令」という。）第９条に定める指定乳製品以外の乳製品をいう。以下「指定乳製品等」という。）の独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）による買入れ及び法第20条第１項に規定する売戻しについては、関係法令及び独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成15年10月２日付け農林水産省指令15生産第4153号）に定めるもののほか、この要領に定めるところによるものとする。

　
第１　指定乳製品等の売渡し
指定乳製品等につき関税法（昭和29年法律第61号）第67条の規定による輸入の申告（以下「輸入申告」という。）をする者（その者が当該輸入申告の際その輸入申告に係る指定乳製品等の所有者でない場合にあっては、その所有者。以下「相手方」という。）は、次に掲げる場合を除き、その輸入申告に係る指定乳製品等を機構に売り渡すものとする。
（１）機構の委託を受けた者が指定乳製品等を輸入するとき。
（２）指定乳製品の価格の安定に悪影響を及ぼすおそれがないものとして施行令第10条で定める場合に該当するとき。
（３）機構と法第18条第２項に規定する契約を締結した者が指定乳製品等を輸入するとき。
　
第２　売渡し及び買戻しの申込み
１　相手方は、第１の規定に基づく指定乳製品等の売渡しの申込みをしようとするときは、当該指定乳製品等（以下「一般輸入に係る指定乳製品等」という。）につき輸入申告をする日の前日までに、売渡しの申込みに併せて買戻しの申込みをするため、指定乳製品等の売渡・買戻申込書（様式１。以下「売渡・買戻申込書」という。）を機構に提出するものとする。ただし、機構がやむを得ない事情があると認める場合には、当該指定乳製品等の輸入申告の当日にあっても、輸入申告前に申込みをすることができるものとする。
２　１の申込書には、次の書類を添付するものとする。
（１）当該申込みに係る指定乳製品等の船荷証券番号が記載されている、輸入申告書（税関様式Ｃ第5020号）の写し又は電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和52年法律第54号）に規定する電子情報処理組織用の入力控若しくはその写し（ただし、機構がやむを得ないと認める場合には、入力控又はその写しに代えて当該申込みに係る指定乳製品等の船荷証券番号が記載されている輸入申告控又はその写し）
（２）当該指定乳製品等の所有者が輸入申告をする者と異なる場合には、これらの者の間の委任関係又は所有権の移転関係を証する書類
（３）その他機構が必要と認める書類又はその写し

　
第３　担保の提供
１　機構は、売渡・買戻申込書の提出を受けたときは、遅滞なく、相手方に対し、次に定める担保を提供すべき旨を通知するものとする。ただし、当該申込みに添えてあらかじめ担保の提供があった場合は、この限りでない。
（１）担保の額は、当該申込みに係る指定乳製品等の売渡しの対価と買戻しの対価との差額に相当する額とする。
（２）担保の種類は、次のいずれかとする。ただし、イの国債の担保の価額は、額面金額の100分の90とし、イの地方債及びウの担保の価額は、その額面金額の100分の80とする。
ア　 金銭
イ　国債、地方債
ウ　機構の資金管理運用基準（平成15年10月１日付け15農畜機第16号）の別表３に定める特別の法律により法人が発行する債券又は社債（以下「社債」という。）
エ　機構が確実と認める保証人の保証
２　１の（２）のアの担保には、利子を付さないものとする。
３　機構は、１による担保の提供を受けたときは、必要に応じ、当該担保の預り証を交付するものとする。

第４　買入れ及び売戻しの承諾
機構は、売渡・買戻申込書の提出を受け、かつ、第３の１による担保の提供を受けたときは、申込みの手続に不備のある場合を除き、遅滞なく、指定乳製品等の買入・売戻承諾書（様式２。以下「買入・売戻承諾書」という。）を相手方に交付して、これを承諾するものとする。

第５　契約の成立
一般輸入に係る指定乳製品等の買入れ及び売戻しの契約は、機構が相手方に買入・売戻承諾書を交付することにより成立するものとする。

　
第６　輸入許可等の確認
相手方は、一般輸入に係る指定乳製品等につき関税法第67条による輸入の許可（同法第73条第１項による税関長の承認がされた場合にあっては、当該承認。以下「輸入許可等」という。）がされたときは、当該輸入許可等がされた日から起算して７日以内に、輸入許可又は税関長の承認がされたことを証する書類（以下「輸入許可書等」という。）を機構に提示するものとする。ただし、機構が支障がないと認めるときは、輸入許可書等の写しの提出をもってこれに代えることができるものとする。

第７　所有権の移転時期等
１　一般輸入に係る指定乳製品等の所有権は、当該指定乳製品等につき輸入許可等がされることが確実と見込まれるときに、当該指定乳製品等の蔵置場所において、相手方から機構に移転し、かつ、移転と同時に当該相手方に再移転するものとする。
２　税関長の承認についての１の規定は、相手方が売渡・買戻申込書を提出する際に、当該指定乳製品等につき輸入申告をした後で関税法第67条による輸入の許可（以下「輸入許可」という。）がされる前に第23の１の（３）の規定に基づく買入れ及び売戻しの契約の解除を申し込むことが予定される旨を機構に申し出た場合で、機構がやむを得ない事情があると認めるときは、適用しないものとする。
３　機構は、一般輸入に係る指定乳製品等についての危険負担を負わないものとする。

第８　買入れ及び売戻しの数量
一般輸入に係る指定乳製品等につき機構が相手方から買い入れ、かつ、売り戻す数量は、売渡・買戻申込書に記載された数量（当該数量が、第20の１の規定により変更された場合は、その変更後の数量）とする。

第９　買入れの価額
一般輸入に係る指定乳製品等の機構の買入れの価額は、法第19条の規定に基づく当該指定乳製品等について輸入申告をすべき価額とする。

第10　売戻しの価額
一般輸入に係る指定乳製品等の機構の売戻しの価額は、平成７年２月24日付け農林水産省告示第302号の第１号に定める金額（以下「告示第１号金額」という。）に、当該売戻しに係る指定乳製品等の数量を乗じて得た額を、第９の買入れの価額に加えて得た額とする。
この場合、上記の計算により得た額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。

第11　加算額の減額
１　機構は、一般輸入に係る指定乳製品等が機構の買入れ前に変質したものである場合には、第10の規定により加算する額を減額することができるものとする。
２　１の規定により機構が減額することができる額は、告示第１号金額に変質による価値の減少に基づき当該指定乳製品等の輸入価格（関税の額に相当する金額を除く。）が低下したと機構が認める割合を乗じて得た額に、当該買入れに係る指定乳製品等の数量を乗じて得た額とする。
この場合、上記の計算により得た額の１円未満の端数の取扱いについては、第10の後段の規定を準用する。
３　相手方は、１の加算する額の減額を受けようとするときは、売渡・買戻申込書を提出する際に、変質の原因及び程度並びに減額を受けようとする額及びその計算の基礎を記載した申請書を機構に提出しなければならない。

第12　対価の支払等
１　機構は、一般輸入に係る指定乳製品等につき輸入許可等がされたときは、当該指定乳製品等の売戻しの対価から買入れの対価を控除して得た額（以下「売買差額」という。）を当該輸入許可等が行われた日（第11の規定により加算額の減額がされる場合にあっては、当該指定乳製品等に係る輸入許可が行われた日）から起算して７日以内に機構に納付するべき旨を記した指定乳製品等の売買差額納付通知書（様式３。以下「納付通知書」という。）を相手方に交付するものとする。
なお、売渡・買戻申込書の提出を受けた際、第３に定める担保の提供が金銭の場合であって、売買差額を満たしている場合はこの限りでない。
２　税関長の承認についての１の規定は、相手方が売渡・買戻申込書を提出する際に、当該指定乳製品等につき輸入申告をした後で輸入許可がされる前に第23の１の（３）の規定に基づく買入れ及び売戻しの契約の解除を申し込むことが予定される旨を機構に申し出た場合で、機構がやむを得ない事情があると認めるときは、適用しないものとする。

第13　納期限の延長
１　機構は、相手方が指定乳製品等に係る売買差額を納付すべき期限（以下「納期限」という。）に関し、その延長を受けたい旨を売渡・買戻申込書の提出の際に機構に申請し、機構が適正と認める場合には、輸入許可等が行われた日（第11の規定により加算する額の減額がされる場合にあっては、当該指定乳製品等に係る輸入許可が行われた日）から起算して３か月以内に限り延長することができるものとする。
２　機構は、相手方がその月（以下「特定月」という。）において輸入許可等を受けようとする指定乳製品等に係る売買差額の納期限に関し、その延長を受けたい旨を特定月の前月末日までに機構に申請し、機構が適正と認める場合には、特定月の末日の翌日から起算して３か月以内に限り延長することができるものとする。
３　相手方は、１又は２の規定に基づく売買差額の納期限の延長を申請する場合には、指定乳製品等の売買差額納期限延長申請書（様式４）を機構に提出して行うものとする。
４　機構は、１又は２の規定により売買差額の納期限の延長を承認する場合は、相手方に売買差額納期限延長承認書を交付してその旨を通知するとともに、当該売買差額を延長後の納期限までに機構に納付するべき旨を記した納付通知書を相手方に交付するものとする。
　
第14　納期限の特例
第12の１、第13の１又は２の規定に基づく売買差額の納期限が行政機関又は金融機関の休日に当たるときは、行政機関又は金融機関の休日の翌日をもって納期限とする。
　
第15　金銭担保の売買差額への充当
１　機構は、相手方から担保として提供した金銭をもって売買差額に充当する旨の申出があった場合は、第６の規定により輸入許可書等が提示されたときに、当該金銭をもって当該売買差額に充当するものとする。
２　機構は、納付通知書に指定された納期限までに売買差額の納付がない場合には、担保として提供された金銭をもって当該売買差額に充当するものとする。
３　１又は２の規定による売買差額への充当を行ったときは、当該売買差額の納付があったものとする。
４　相手方は、第３の３により担保の預り証が交付された場合であって１又は２の規定により金銭担保を売買差額に充当するときは、当該預り証を機構に返還するものとする。
　
第16　担保の返還
１　機構は、相手方が第12の１又は第13の４の納付通知書に係る売買差額を納付したときは、遅滞なく、担保を返還するものとする。
２　相手方は、１の規定により担保の返還を請求するときは、担保返還請求書（様式５）を機構に提出するものとする。
３　相手方は、第３の３により担保の預り証が交付された場合であって１の規定により担保の返還を請求するときは、２の担保返還請求書を提出する際に、当該預り証を機構に返還しなければならない。

　
第17　納付の督促
機構は、相手方から金銭以外の担保の提供を受けた場合であって、相手方が第12の１又は第13の４の納付通知書に指定された納期限までに売買差額を納付しないときは、その納期限から50日以内に、督促状によりその納付を督促するものとする。

第18　延滞金
１　機構は、相手方が第12の１又は第13の４の納付通知書に指定された納期限までに売買差額を納付しないときは、未納に係る売買差額に対し、納期限の翌日から当該売買差額を納付する日までの日数に応じ、民法（明治29年法律第89号）第404条第４項に規定する各期における法定利率を乗じて計算した金額に相当する延滞金を請求するものとする。ただし、納期限の翌日から２月を経過する日後の延滞金の額は、その未納に係る売買差額に対し、年14.6パーセントの割合を乗じて得た額とする。
２　１の場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。

第19　担保の処分等
１　機構は、第17の督促状を発した日から10日を経過してもなお相手方から売買差額の納付がない場合には、提供を受けた担保を処分して未納に係る売買差額及び第18の１の規定による延滞金に充当し、又は保証人に当該契約に係る債務を履行させるものとする。
２　機構は、１の規定により担保を処分して得た額が未納に係る売買差額及び第18の１の規定による延滞金を合計して得た額を上回ったときは、当該上回った額を相手方に返還するものとする。
３　機構は、１の規定により担保を処分して得た額が未納に係る売買差額及び第18の１の規定による延滞金を合計して得た額を下回ったときは、当該下回った額を相手方に請求するものとし、相手方は、これを機構に支払わなければならない。

第20　契約の変更
１　機構は、買入れ及び売戻しの契約に係る指定乳製品等の全部又は一部について、売渡・買戻申込書の数量、関税率表番号、売渡価額、買戻価額又は売買差額が、輸入申告又は輸入許可等に基づく数量、関税率表番号、売渡価額、買戻価額又は売買差額と異なると認めるときは、当該契約の相手方の同意を得て、当該買入れ及び売戻しの契約を変更して一致させるものとする。
２　機構は、買入れ及び売戻しの契約に係る指定乳製品等が輸入許可等を受ける前に、１の規定による変更をする場合において、変更をした場合の契約に基づく担保の額が提供済の担保の額を上回るときは、当該上回る額に相当する額の担保の提供を求め、その提供があった後に当該契約の変更を行うものとし、当該担保の額が提供済の担保の額を下回るときは、当該下回る額に相当する担保を返還するものとする。
３　機構は、買入れ及び売戻しの契約に係る指定乳製品等が輸入許可等を受けた後に、１の規定による変更を行う必要があるときは、第12の１又は第13の４の規定による納付通知書の交付を行う前に当該変更を行うものとする。

第21　修正申告等がなされた場合の契約の変更
　１　機構は、買入れ及び売戻しの契約に係る指定乳製品等の全部又は一部について、当該契約の相手方から提供を受けた次に掲げる書面の写しに基づき計算された売買差額が当該契約に係る売買差額と異なると認めるとき又は当該書面に基づき第１の（２）に該当すると認めるときは、これに応じて、当該契約を変更するものとする。
（１）関税法第７条の14の規定による修正申告（以下「修正申告」という。）がなされた場合は、関税法施行令（昭和29年政令第150号）第４条の16に規定する税関長に提出した修正申告書及び当該修正申告に係る関税が納付されたことを証する書面（以下「修正申告書等」という。）
（２）同法第７条の16第１項の規定による更正又は同条第２項の規定による決定がなされた場合は、同条第４項に規定する更正通知書又は決定通知書（以下「更正通知書等」という。）
２　機構は、１の規定による変更後の売買差額が当該契約に係る売買差額を上回るときは、当該上回る額を徴収するものとする。
３　機構は、１の規定による変更後の売買差額が当該契約に係る売買差額を下回るときは、当該下回る額を返還するものとする。この場合、既に徴収された売買差額の返還を求める当該契約の相手方は、「売買差額返還請求書」（様式７）を提出するものとする。
４　機構は、３に規定する当該下回る額の返還に際しては、当該下回る額に対し利息は支払わないものとする。
５　３の規定に基づく当該下回る額の返還請求は、当該契約に係る輸入許可がされた日から５年以内に限って行うものとする。

第22　売戻し後の変質等による売買差額の払戻し等
１　機構は、一般輸入に係る指定乳製品等が売戻しの後に変質し、又は損傷した場合であって、相手方が関税定率法（明治43年法律第54号）第10条第２項の規定による関税の払戻しを受けたときは、第10の規定により加算する額を減額し、又は納付を受けた売買差額の払戻しをすることができるものとする。
２　相手方は、１の規定による加算する額の減額を受けようとするときは、変質の原因及び程度並びに減額を受けようとする額及びその計算の基礎を記載した申請書を機構に提出しなければならない。

第23　契約の解除
１　相手方は、次に掲げる場合は、機構に対し、第５による買入れ及び売戻しの契約の解除の全部又は一部の申込みをすることができるものとする。
（１）当該契約に係る指定乳製品等の輸入申告が著しく遅延し、又は履行不能となったとき。
（２）当該契約に係る指定乳製品等の輸入許可等がなされなかったとき。
（３）相手方が、当該契約に係る指定乳製品等につき輸入申告をした後で輸入許可がされる前又は輸入許可がされた後に、関税暫定措置法（昭和35年法律第36号）第８条の５第２項において準用する関税定率法第９条の２の規定による関税割当てを受けたとき。
（４）当該契約に係る指定乳製品等が輸入申告した後で輸入許可がされる前に、関税法第45条第１項のただし書きに規定する亡失又は滅却があったとき。
（５）当該契約に係る指定乳製品等について関税定率法第20条第１項に規定する再輸出若しくは同条第２項に規定する廃棄がされた場合又は関税暫定措置法第12条の２に規定する更正の請求の特例が適用された場合であって、天災その他相手方の責めに帰すことができない事由があったと機構が特に認めたとき。
（６）その他機構が適当と認めるとき。
２　相手方は、１の申込みに際し、買入・売戻契約解除申請書（様式７）に次の書類を添付するものとする。
（１）機構が交付した買入・売戻承諾書
（２）第23の１の（２）に該当する場合にあっては、輸入許可等がされていないことを明らかにする書類
（３）第23の１の（３）に該当する場合にあっては、関税割当てを受けたことを明らかにする書類
（４）第23の１の（４）の亡失があった場合にあっては、関税法施行令第38条の２に規定する税関長に提出した届出書の写し
（５）第23の１の（４）の滅却があった場合にあっては、関税法施行令第38条に規定する税関長の承認を受けた申請書の写し
（６）第23の１の（５）の再輸出がされた場合にあっては、関税定率法施行令第56条第１項に規定する申請書及び輸出されたことを証する書面（輸出許可書又は輸出したことを確認し得る書面）の写し
（７）第23の１の（５）の廃棄がされた場合にあっては、関税定率法施行令第56条第２項に規定する税関長の承認を受けた申請書の写し
（８）第23の１の（５）の更正の請求の特例が適用された場合にあっては、更正通知書等の写し
（９）その他機構が必要と認める書類又はその写し
３　機構は、２の書類が適正と認める場合は、買入れ及び売戻しの契約を解除するとともに、当該契約の締結に当たり提供を受けた担保につき、又は既に徴収した当該契約に係る売買差額を相手方に返還するものとする。この場合、既に徴収された売買差額の返還を求める相手方は、「売買差額返還請求書」を提出するものとする。
４　機構は、３に規定する売買差額の返還に際しては、当該売買差額に対し利息は支払わないものとし、当該売買差額の返還請求は、当該契約に係る輸入許可がされた日から５年以内に限って行うものとする。

第24　損害賠償
相手方は、その責に帰すべき事由により、一般輸入に係る指定乳製品等の買入れ及び売戻しに関して機構に損害を及ぼしたときは、機構の認定した当該損害額を賠償しなければならない。

第25　その他
機構は、この要領に定めるもののほか、一般輸入に係る指定乳製品等の買入れ及び売戻しに関し、必要な事項について細則を定めることができるものとする。

附　則（平成７年９月20日付け７畜団第949号）
この要領の改正は、平成７年10月１日に機構に対し第２の規定に基づく申込みを行うものから適用する。
附　則（平成８年10月１日付け８農畜団第50号）
この要領の改正は、平成８年10月１日から施行する。
附　則
この要領の改正は、平成15年10月１日から施行する。
附　則
この要領の改正は、平成21年４月１日から施行する。
附　則
この要領の改正は、平成24年12月18日から施行する。
附　則（平成30年３月26日付け29農畜機第6560号）
この要領の改正は、平成30年３月26日から施行し、平成30年４月１日から適用する。
附　則（平成30年12月14日付け30農畜機第5128号）
この要領の改正は、平成30年12月30日から施行する。
附　則（平成31年３月27日付け30農畜機第7461号）
この要領の改正は、平成31年３月27日から施行する。
附　則（令和元年９月27日付け元農畜機第3855号）
この要領の改正は、令和元年９月27日から施行する。
附　則（令和３年３月31日付け２農畜機第7109号）
この要領の改正は、令和３年４月１日から施行する。
附　則（令和４年３月31日付け３農畜機第7113号）
この要領の改正は、令和４年４月１日から施行する。
附　則（令和５年10月２日付け５農畜機第4171号）
この要領の改正は、令和５年10月２日から施行する。
附　則（令和６年３月27日付け５農畜機第8281号）
この要領の改正は、令和６年４月１日から施行する。
附　則（令和８年10月１日付け８農畜機第4150号）
この要領の改正は、令和８年10月１日から施行する。


様式１
　年　月　日
指定乳製品等の売渡・買戻申込書

独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　殿　　　　　　　　　　　　（申込者）
住　所　　　　　　　　　　　　
名　称
役職・氏名

畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）第18条第１項の規定に基づく指定乳製品等の売渡し及びその買戻しを下記により行いたく、一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領（平成７年４月１日付け７畜団第105号）を承諾の上、所定の書類を添えて申し込みます。
記
	関税率表番号
	　
	船荷証券番号
	　

	品名
	　
	輸入申告年月日（予定）
	年　月　日

	原産国
	　
	輸入申告者
	　

	数量
	kg
	輸入申告先税関（予定）
	　

	告示金額（注）
	※　円/kg
	蔵置場所
	　

	売渡価額
	買戻価額
	売買差額

	円
	円
	円



	担保の種類
	Ａ　金銭（売買差額に充当　ア　する　イ　しない）
　　（振込先：　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｂ　国債･地方債　Ｃ　社債　Ｄ　保証書

	提供金額（額面金額）
	円（　　　　　　　　円）

	売買差額納付方法
	Ａ　通常納付　Ｂ　個別延納　Ｃ　包括延納
（担保預り証番号：　　　　　　　　　）　　



承諾書の送付先
	会社名
	

	部署・担当者氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


（注１）「※」は、平成７年２月24日付け農林水産省告示第302号の第１号に定める金額。
（注２）「数量」は、輸入申告数量とすること。

様式２
承諾番号　　　　　　号
　　年　　月　　日

指定乳製品等の買入・売戻承諾書

殿
独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　

畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）第18条第１項の規定に基づく指定乳製品等の買入れ及びその売戻しについて、下記により承諾します。

記

	関税率表番号
	　
	船荷証券番号
	　

	品名
	　
	輸入申告年月日（予定）
	　年　月　日

	原産国
	　
	輸入申告者
	　

	数量
	
kg

	輸入申告先税関（予定）
	　

	告示金額（注）
	
※　円/kg

	蔵置場所
	　

	
買入価額

	売戻価額
	売買差額

	
円

	円
	円


（注）「※」は、平成７年２月24日付け農林水産省告示第302号の第１号に定める金額。

様式３
通知番号　　　　　　号
　　年　　月　　日

指定乳製品等の売買差額納付通知書

殿
独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　

指定乳製品等の買入れ及びその売戻しに係る売買差額の額並びにその納期限を下記のとおり定めたので、一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領（平成７年４月１日付け７畜団第105号）第12の１又は第13の４の規定に基づき、通知します。

記

１　売買差額及び納期限
	
承諾番号

	　
	
承諾年月日

	　年　月　日

	
輸入申告番号

	　
	
輸入許可等年月日

	　年　月　日

	
売買差額

	
円

	
納期限

	　年　月　日



２　担保
	
担保の種類

	Ａ　金銭　Ｂ　国債･地方債　Ｃ　社債　Ｄ　保証書

	
受領金額（額面金額）

	
円（　　　　　　　　　円）




様式４
　　年　　月　　日

指定乳製品等の売買差額納期限延長申請書

独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　殿
（申込者）
住所　　　　　　　　　　　　　
名　称
役職・氏名

一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領（平成７年４月１日付け７畜団第105号）第13の１又は２の規定に基づき、下記により売買差額の納期限の延長を承認されたく、同３の規定に基づき申請します。

記
１　個別延納（要領第13の１の規定に基づく延長）
	
船荷証券番号

	　
	輸入申告年月日（予定）
	　年　月　日

	
売買差額

	
円

	
納期限

	輸入許可等の日から起算して３か月以内



２　包括延納（要領第13の２の規定に基づく延長）
	輸入許可等予定年月
	　　年　　　月

	売買差額累計限度額
	円
	納期限
	　年　月　日



３　担保
	担保の種類
	Ａ　国債･地方債　　　Ｂ　社債　　　Ｃ　保証書

	提供金額（額面金額）
	円（　　　　　　　　円）




様式５
　　年　　月　　日

担保返還請求書

独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　殿
（申込者）
住所　　　　　　　　　　　　　
名　称
役職・氏名　　　　　　　　　　　

指定乳製品等の売渡し及びその買戻しに伴い貴機構に提供した下記の担保を返還されたく、一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領（平成７年４月１日付け７畜団第105号）第16の２の規定に基づき、担保の預り証を添えて請求します。

記

	
預り証番号

	　
	
提供年月日

	
　年　月　日


	
担保の種類

	Ａ　金銭　Ｂ　国債･地方債　Ｃ　社債　Ｄ　保証書

	
提供金額（額面金額）

	
円（　　　　　　　　円）





様式６
　売買差額返還請求書
令和　年　月　日

独立行政法人農畜産業振興機構
　　理　　　事　　　長　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（請求者）
住所
　　　　　　　　　　　　名　称
役職・氏名

	金 額
	円
	左記金額の返還を請求いたします。



１　返還請求する理由
２　買入れ及び売戻し承諾書番号
３　売買差額の納付年月日
４　返還を請求する額の計算基礎：下記のとおり。
	５　返還金振込先　
	
	金融機関名
	
	預金の種類
	

	
	
	支　店　名
	
	口 座 番 号
	

	
	
	名　義　人
	
	
	



記

	区分
	当初契約
（Ａ）
	契約変更後
（Ｂ）
	返還請求額
（Ａ－Ｂ）

	数量（kg）
	
	
	

	売渡価額（円）
	
	
	

	買戻価額（円）
	
	
	

	売買差額（円）
	
	
	


（記載注意）
１　上記３の売買差額の納付年月日について、金銭担保を充当した場合は、金銭担保の提供日を記載すること。
　第５編　乳業関係規程　一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　返還を請求する額に係る承諾書が複数ある場合には、上記２の買入れ及び売戻し承諾番号、３の売買差額の納付年月日及び４の返還を請求する額の計算基礎について「別紙のとおり」と記載し、記の表に代えて別紙の表を用いること。
 〔農畜産①〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13　
12

1

（別紙）
（単位：ｋｇ、円）
	Ｎｏ．
	承諾
番号
	納付
年月日
	当初契約
	契約変更後
	返還
請求額
G（C－F）

	
	
	
	数量
	売渡価額
A
	買戻価額
B
	売買差額
C（A-B）
	数量
	売渡価額
D
	買戻価額
E
	売買差額
F（D-E）
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	



様式７
　　年　　月　　日

指定乳製品等の買入・売戻契約解除申請書

独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　殿
　（申込者）　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　
　役職・氏名　　　　　　　　　　　

畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）第18条第１項の規定に基づき承諾された下記の指定乳製品等の買入・売戻契約について、一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領（平成７年４月１日付け７畜団第105号）第23の１及び２の規定に基づき、契約の解除を申請します。

記

	関税率表番号
	
	承諾番号
	

	品名
	
	承諾年月日
	

	原産国
	
	輸入申告者
	

	数量
	kg 
	輸入申告番号
	

	告示金額
	· 円/kg
	輸入許可日
	

	買入価額
	売戻価額
	　売買差額

	円
	円
	　　　　　　　　　　　円


（注）「※」は、平成７年２月24日付け農林水産省告示第302号の第１号に定める金額。

1   〇一般輸入に係る指定乳製品等の買入・売戻要領     〔平成７年４月１日〕   〔７畜団第 105 号〕   改正   平成 15 年 10 月 １ 日 付 け 15 農畜機 第 50 号     平成 21 年４ 月 １ 日 付 け 20 農畜機第 4955 号     平成 24 年 12 月 18 日 付 け 24 農畜機第 3830 号     平成 30 年 ３ 月 26 日 付 け 29 農畜機第 6560 号     平成 30 年 12 月 14 日 付 け 30 農畜機第 5128 号      平成 31 年３月 27 日付 け 30 農畜機第 7461 号   令和 元 年 ９ 月 27 日付 け 元 農畜機第 3855 号   令和３年３月 31 日付 け ２農畜機第 7109 号   令和４年３ 月 31 日付 け ３農畜機第 7113 号   令和５年 10 月 ２ 日付け５農畜機第 4171 号   令和６年３ 月 27 日付け５農畜機第 8 281 号   令和８年 10 月１日付け８農畜機第 4150 号       畜産経営の安定に関する法律（昭和 36 年法律第 183 号。以下「法」という。） 第 18 条第 １ 項 に 規定する輸入に係る 指定乳製品等（法第２条第３項に規定する指 定乳製品及び畜産経営の安定に関する法律施行令（昭和 36 年政令第 387 号。以下 「施行令」という。）第９条に定める指定乳製品以外の乳製品をいう。 以下 「 指 定乳製品等」 という。） の 独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構 」という。） による 買入 れ 及び 法 第 20 条第１項に規定する売戻しについては、関係法令及び 独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（ 平成 15 年 10 月２日付け農林水産省 指令 15 生産第 4153 号） に定めるもののほか、この要領に定めるところによるもの とする。         第１   指定乳製品等の売渡し   指定乳製品等につき関税法 （ 昭和 29 年法律第 61 号 ） 第 67 条 の 規定 による輸入 の申告 （ 以下「輸入申告」という。 ） をする者 （ その者が当該輸入申告の際そ の輸入申告に係る指定乳製品等の所有者でない場合にあっては、その所有者。 以下「相手方」という。 ） は、次に掲げる場合を除き、その輸入申告に係る指 定乳製品等を機構に売り渡すものとする。  

